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最近、副業・兼業に関する厚生労働省のガイドライ

ンが改訂されたと聞きましたが、どのようなもの

でしょうか。

2018年１月に策定されていた「副業・兼業の促進に
関するガイドライン」が2020年９月１日に改定さ

れました。

改定の趣旨はどういったことでしょうか。

副業等は、就業規則では禁止、許可制にしているこ
とが多いですが、実際は、横行、黙認されており、法

律上も判例法では完全に禁止できないとされてきました。
2018年のガイドラインは「副業の解禁」を制度上、明言
したものでしたが、今回の改定はこれを踏まえて、労働
時間の管理に関するルールを明確化したというものです。

主にどういった内容でしょうか。

改訂版ガイドラインでは、労働時間管理について
本業と副業・兼業の労働時間を通算して管理する

条件を設定し、総労働時間が労働基準法の定めを超えな
いようにとされました。　
　また、複数の仕事に従事する場合の健康管理について、
企業側が健康診断やその他の方法で健康状態を把握し、
管理することが明記されました。
　さらに、労働者側の対応として、所属する企業のルー
ルを遵守しつつ、適切な労働時間の中で副業および兼業
を行う必要性についても言及しています。

具体的なポイントを説明してください。

ガイドラインの記載の適用例は、まず、Ａ社（例、
７時間）とＢ社（例、３時間）の所定労働時間を通

算して総労働時間が算定されます（所定労働時間の加
算）。この場合、労働契約の締結の先後を基準とし、時間
的に後から労働契約を締結したＢ社の労働時間のうち、

法定労働時間８時間を超える２時間が時間外労働となり
ます。

所定外労働時間はどのように算定するのでしょう

か。

これは前問の所定労働時間の通算を前提に発生順
に積み上げていきます。前問のケースでＡ社で２

時間、Ｂ社で１時間の時間外労働をした場合は、発生順
で合計３時間の所定時間外労働をしたことになりますが、
Ａ社の１時間とＢ社の４時間が時間外労働となり、各々
が割増賃金支払義務や36協定締結義務が生じます。
　つまり、それぞれの事業場での所定労働時間、所定外
労働時間を把握し、その労働時間について、自らの事業
場の労働時間制度における法定労働時間を超える部分の
うち、自ら労働させた時間について、時間外労働の割増
賃金を支払う必要がある、ということになります。

使用者は、労働者の副業等先の労働時間をどのよ

うに把握すればよいのでしょうか。

副業先の労働時間を正確に把握するためには、労
働者からの申告を適切に行ってもらう必要があり

ます。そのため「副業兼業に関する届出様式例」、「管理
モデル導入（通知）様式例」、「副業・兼業に関する合意書
様式例」といったものが用意されていますので、それら
を参考にするのがよいでしょう。
　具体的なケースはガイドラインを基に各々判断してい
ただくとして、今回の改定で、副業や兼業を行う場合の
労働時間管理や健康管理について、ルールがよりはっき
りと明示されたということですから、企業が副業・兼業
を取り入れる際は、同ガイドラインと照らし合わせ、企
業側と労働者側がともに安心できる体制づくりを行って
みるということでしょう。
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